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１.  電気を供給・使用するために使われている電気事業用・自家用の電気工作物では、

毎年 500件以上の「詳報」（電気事業法電気関係報告規則第３条に基づき報告される
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日本初！電気設備の事故情報一元化を実現! 

～情報公開により再発防止に貢献!! 
 

 

独立行政法人 製品評価技術基盤機構 （ＮＩＴＥ（ナイト）、理事長：長谷川 史彦、

本所：東京都渋谷区西原）は、発電、変電、送電、配電又は電気の使用のために設置

する工作物（電気工作物）の事故情報を全国規模で集約したデータベースを構築し、

2022年 1月 31日、「詳報公表システム」として公開しました。詳報公表システムは、

電気事業法に基づく電気工作物に関する全国の事故情報が一元化された、主に電気事

業者向けとなる国内初のデータベースです。これまで、産業保安監督部ごとに管轄地

域の事故情報が一覧等で公開されていましたが、検索機能がなく、電気事業者にとっ

ては、自分の事業場と似た設備の事故情報を網羅的に調べるためには、全ての産業保

安監督部の公開情報を調べる必要がありました。詳報公表システムを使用すること

で、事故情報のきめ細かい検索やデータの抽出やダウンロード等、必要な時に、必要

な情報を電気事業者をはじめどなたでも活用することができます。本システムによ

り、電気工作物に関わる事故情報の利活用がさらに進み、再発防止策、未然防止策の

立案に寄与し、電力の安定供給に貢献することが期待されます。 

経済産業省 同時発表 
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事故情報）が国（経済産業省）に報告され、蓄積・公表されています。2021年 12月

10 日、経済産業省の第 26 回産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電

力安全小委員会において、事故の再発防止等の観点から、従来の取り組みをさらに

進め、電気工作物の事故情報を詳細かつ全国規模で集約し、より活用しやすい形で

公開することが求められました。 

そこで NITE電力安全センターでは、経済産業省本省や各産業保安監督部と連携し、

これまで構築を進めてきた全国の電気工作物の事故情報（詳報）のデータを一元化

し、検索、ダウンロード等の機能を備えた「詳報公表システム」として提供すること

となりました。 

 

 
[図] 詳報公表システムの検索画面 

 

２.  詳報公表システムは、NITE電力安全センターのホームページで公開し、電気事業

者をはじめ、どなたでもご自由にお使いいただけます。条件やキーワードで簡単に

検索でき、抽出されたデータは CSV ファイルとしてダウンロードすることも可能で

す。電気事業者や電気保安管理技術者等におかれては、保有や保安管理しているも

のと同様の設備で過去に発生した事故を調べたり、発生した事故と類似した事例を

調べたりすることで、未然防止や再発防止に活用することができます。また、さま

ざまな状況、条件での事故事例は、社内教育用の教材としてもお役立ていただけま

す。データでは、事故の特定につながる社名や事業場名等は削除され、事故の概要

や原因、再発防止策など、再発防止・未然防止の参考になる情報が含まれています。 
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［図] 詳報公表システムの検索結果画面 

例えば、以下は、カメラで高圧の電気設備内の銘板（機器の仕様を記載した板）を

撮影していた際に感電した事故情報の記載例です。事故の概要、原因などに加え、

再発防止策として、防御板の設置や作業従事者の特別教育等が行われたことがわか

ります。 
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主要項目 記載例

発生年月 20○○年○月

発生地域 ○○

事故種別 感電等による死傷

事故概要

当該事業場の電気室内で、作業者（その他）が年次点検の事前調

査のため、高圧盤内に手を入れてカメラで設備の銘板を撮影して

いた際に負荷開閉器（LBS）の充電部に手が接触して感電したた

め、死傷事故になった。（受電電圧：○○V）

被害状況 作業者（その他）1名が感電負傷（受傷電圧：○○V）

事故発生電気工作物の

概要と被害箇所

需要設備（高圧）→開閉器類→高圧負荷開閉器→負荷開閉器

（LBS）

作業者（その他）が高圧盤内に手を入れた際に、負荷開閉器

（LBS）の充電部に接触して感電した。

事故原因

大分類：故意・過失

小分類：作業者の過失

当該事業場の電気室内で、作業者（その他）が年次点検の事前調

査のため、高圧盤内に手を入れてカメラで設備の銘板を撮影した

が、誤って負荷開閉器（LBS）の充電部に手が接触して感電した

ものと推定される。

再発防止策

・高圧盤内の前面にアクリル製の高圧防御板を設け、手が入らな

いようにした。

・高圧受電設備作業に従事する者には、高圧電気取扱者特別教育

を受講させることとし、未受講者は早急に受講させる。

 
[表] 詳報公表システムで閲覧できる情報の例（感電等による死傷事故） 
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３. NITE電力安全センターは、詳報作成者による詳報の作成や手続き等の負担を軽減す

るため、これまで詳報の整理・集計・内容分析を行ってきた知見を活用して「詳報作

成支援システム」を 2019年 8月より提供してきました。この度、詳報公表システム

を開始することにより、詳報データの”集約”と”活用”の両方の仕組みを提供でき

るようになります。 

電気工作物の社会インフラとしての重要性は、ますます高まるなか、NITEは、事

故情報のさらなる活用の場を提供することにより、事故の未然防止、再発防止、ま

た電力の安定供給に貢献しています。 

 

 
[図] 事業者による詳報公表システムと詳報作成支援システムの活用イメージ 

 

４. NITE電力安全センターは、経済産業省からの要請を受け、電気保安行政（電気工作

物の設計、維持、運用等における安全を確保するため行政活動）を技術面から支援

するために、2020年 4月、電気保安業務の専従組織として発足しました。NITEがこ

れまで培ってきた知識や経験を活用し、経済産業省や関係団体と連携しながら、電

気保安の維持・向上に資する様々な業務に取り組んでいます。 

 

 

 
※ 電気事業法の事故報告制度については、経済産業省にお問い合わせください。 

(https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/index.html) 

 

お問合せ先 
  独立行政法人製品評価技術基盤機構（ＮＩＴＥ） 国際評価技術本部長 菊島 淳治 

担当者 国際評価技術本部 電力安全センター 田中、伊敷  
  電話：０３－３４８１－９８２３  ＦＡＸ：０３－３４８１－０５３６ 
  メールアドレス：tso@nite.go.jp 
 

https://www.meti.go.jp/policy/safety_security/industrial_safety/sangyo/electric/index.html

